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研究要旨 

女性の健康問題、特に健康の社会決定要因について考える際には、社会的性差（ジェンダー)

を考慮した検討が重要であることが指摘されている。そこで、本研究は就労女性の健康におけ

る社会的決定要因を把握することを目的とし、雇用形態、仕事と家庭の葛藤、教育歴と職業の

不一致、社会的役割の健康影響を日本社会の社会的特徴のひとつである性別役割分業規範の影

響に関する考察を加えて検討した。 

その結果、女性の健康に関する社会的決定要因の検討には、就労状況に加えて家庭生活を含

めたより包括的な検討と背景にある性別役割分業規範の影響を含めた理解が重要であることが

示された。また、働く女性の環境や健康の改善には、個人の意識改革だけではなく、ジェンダ

ーの視点を持った社会制度への介入が重要であることが示唆された。 

Ａ． 研究目的 

女性の健康問題、特に健康の社会決定要因に

ついて考える際には、社会的性差（ジェンダー）

を考慮した検討が重要であることが指摘されて

いる 1)。そこで、本研究は女性の健康における

社会的決定要因を把握することを目的とし、日

本社会の社会的特徴のひとつである性別役割分

業規範の影響に関する考察を加えた文献レビュ

ーを実施した。 

 

Ｂ. 研究方法 

既存の研究や資料から、特に就労する女性の

健康について、雇用形態、仕事と家庭の葛藤、

教育歴と職業の不一致、社会的役割の健康影響

について文献レビューし考察した。 

（倫理面への配慮） 

特記すべきことなし 

 

Ｃ．研究結果, Ｄ．考察 

1. はじめに 

女性の労働力率は男性と比較して低く、就労

状況においても依然として大きな性差が存在す

る。平成 25 年の労働力調査によると 15－64 歳

における男性の労働力率が 84.8％に対し、女性

は 66.0％であり、これは他の先進諸国の女性と

比較してもやや低い水準である。（ドイツ

72.5％、アメリカ 67.1％、スウェーデン 78.8％）

また、日本では多くの女性が 20 代後半から 30

代にかけて、結婚・出産・育児のため仕事を離

れ、その後、家事・育児等が一段落した後の 40

代で復職するというＭ字型の就労パターンを示

すのも特徴的である（図１）。平成 26 年の女性

の労働力人口は 2,824 万人であり、就労人口

総数に占める女性の割合は 42.9％と年々上昇

の傾向は示しているが，職種としてはサービス

や事務職が多く、社会的な影響力が大きく高収

入な管理的職業（企業の課長職相当以上）従事

者は男性に偏る傾向がみられる。また、平成 26

年労働力調査によると雇用者全体にしめる非正

規雇用者比率は女性 56.7％、男性 21.8％と雇用

の形態にも大きな性差がみられる 2)。  

このような就労に関連する性差の背景には、

日本社会における「男性は外で働いて家計を維

持し、女性は家庭を守る」という性別役割分業
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（男性稼ぎ手モデル）の規範が依然として根強

いことが挙げられる。日本社会においてこの規

範を支持する人の割合は減少傾向にはあるが、

国際的にみると依然として高い水準であると言

える 3) 。女性の家庭外就労が進む中、家庭にお

ける役割や責任を主に担いつつ働くことを期待

されている女性の状況に大きな変化はみられな

い。このような性別役割分業の規範は性別に関

する社会的特徴のひとつであり、わが国の働く

女性を取り巻く現況を決定付ける要因のひとつ

だと考えられる。 

 

2. 就労する女性の健康に与える影響 

（１） 雇用形態:パート・アルバイトでの就労 

性別役割分業規範の強いわが国において、女

性は家庭との両立のためパート・アルバイトな

どの非正規雇用での就労が多い傾向にあり、そ

の割合は 1990 年ごろから年々増加し続けてい

る 4)。 家事や育児などで職場を一旦離れると、

正規職での就業は難しいという日本社会特有の

雇用体制がその傾向を強める。働く時間の自由

度が比較的高いとされるパート･アルバイトな

どの勤務体系は家庭と仕事の両立を目指す必要

のある女性にとって都合が良い側面がある。し

かし、一方で家事･育児のため離職しその後に復

職した女性の多くは、本人の希望とは関係なく

非正規雇用での就労をせざるを得ないという日

本社会特有の雇用体制の影響も存在する。女性

の高い非正規雇用割合は日本の雇用体制と性別

役割分業規範が女性の雇用形態に大きく影響し

た結果であると言える。 

その雇用形態の健康への影響は健康指標によ

って異なる傾向がみられる。ストレスや抑うつ

傾向など比較的短期的な影響ついては顕著な関

連が見られていない 5,6)。たとえば、中高年者縦

断調査のデータを用い 50－59 歳の女性就労者

の心理的苦痛の発症を約 4 年間追跡した研究は、

心理的苦痛の発症に雇用形態による顕著な違い

がみられなかったと報告している 5)。また、2007

年国民生活基礎調査のデータを用いて雇用形態

と抑うつ傾向との関連を横断的に検討した研究

では、パートタイム・アルバイト雇用者とフル

タイム正規雇用者における抑うつ傾向の有病率

に差は見られなかったと報告されている 6)。 

就労時間等の自由度が比較的高く、フルタイム

就労者と比較して仕事と家庭の両立を可能にし

やすいと考えられているパート就労者であるが

7)、結局、仕事をしながら家事や育児をこなす状

況に変わりはなく、少なくとも短期的には健康

への大きなメリットは得られていない可能性が

考えられる。 

これに対して、雇用形態の長期的健康影響に

ついては異なる結果がみられる。1988～1990 年

に詳細なアンケート調査により集められた情報

をもとに 40～59 歳の就労女性 16,692 人を平均

17.7 年間の追跡し、雇用形態別の死亡リスクに

関する縦断調査を行った結果、パート・アルバ

イトでの就労はフルタイム就労と比較して死亡

リスクが 1.48 倍であった 8)。 日本におけるパ

ート・アルバイトとは必ずしも「短時間勤務」

を指すものではない。たとえばパート就労者で

ありながら長時間の労働をしているという状況

もみられる。加えて、パート･アルバイトは多く

の場合長期の雇用契約が結ばれることは少なく、

昇給、賞与や教育の機会も限られており、福利

厚生の面におけるサポートは乏しいことが多い。

つまり、正規雇用とパートタイム雇用の違いは、

勤務時間の長さという意味のほか、雇用に関す

る条件や状況、福利厚生面における不利を含め

たものであるといえる。先に述べた様に非正規

雇用から正規雇用への移動が極めて困難である

という状況を考慮すると、パート･アルバイト就

労者は長期的に経済的不安、雇用不安、将来に

対する危機感をもつことになり、このことが健

康に強い影響をあたえているのではないかと推

察される。また、生産年齢期間の雇用状況は高

齢期における年金などの社会保障に大きく影響

すると考えられる。高齢女性の相対的貧困率が

男性と比較して顕著に高いことは、女性の離職

率、非正規雇用者の割合が高いことを反映して
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おり 9)、結果的に長期にわたる健康への影響に

つながっていると考えられる。 

非正規雇用による就労は正規雇用と比較して

平均的に賃金が低く、そのため非正規雇用者に

おける貧困者の割合は正規雇用者と比較して高

い。世帯構造別の貧困率をみると、ひとり暮ら

し世帯、特に、離別・死別女性の貧困率の高さ

が目立つ。その中には子供を抱える母子世帯が

含まれると考えられるが、日本の母子世帯にお

ける就労率は 8 割以上と高いにもかかわらず、

その中身はパート・アルバイトなどの非正規雇

用である場合が多く 10)、その結果、極めて高い

貧困率を示している。Kachi らは平成 22 年度国

民生活基礎調査データを用い、18－59 歳の女性

における雇用形態ならびに世帯構造と自覚的健

康感との関連について横断的に検討した 11)。 

その結果、母子世帯（ひとり親＋未婚の子供）

は他の世帯構造と比較して相対的貧困率が高く

（62.4％）、また自覚的健康感が悪い人の割合が

高かった（20.2％）。また、正規雇用の夫婦のみ

世帯を基準とした自覚的不健康感のオッズ比は

母子世帯の非正規雇用者で 1.63（95％信頼区

間：1.25-1.11）単独世帯の非正規雇用者で 1.23

（95％信頼区：1.01-1.53）と有意に高いと報告

している。また、先に示した雇用形態と死亡リ

スクの関連に関する研究においても、雇用形態

と死亡リスクの関連を教育歴別、婚姻形態別で

検証した結果、社会経済状況が低いと推定され

る教育歴の低い群、非婚群において雇用形態と

死亡リスクの関連が強い傾向がみられている 8) 

(図２)。つまり、非正規雇用者の間でも社会経

済状況によりその健康影響に違いがある可能性

がある。家計の補助としてのパート・アルバイ

トか、生活を支えなければならないのかにより

その健康影響も大きく異なることが考えられる。 

 

（２） 仕事と家庭の葛藤  

(ワーク・ファミリー・コンフリクト) 

平成 9 年以降、夫婦ともに雇用者である共働

き世帯数が男性雇用者と無業の妻という世帯数

を上回り、共働き世帯が年々増加している現状

において、多くの女性にとって仕事と家庭の両

立、いわゆる「ワーク・ライフ・バランス」（仕

事と生活の調和）の実現は極めて難しくかつ重

要な課題となっている。ワーク・ライフ・バラ

ンスに関連した概念のひとつに、仕事と家庭の

葛藤 (ワーク・ファミリー・コンフリクト)があ

る。仕事と家庭の葛藤は「仕事と家族領域から

互いに相容れない役割プレッシャーがかかる役

割間葛藤の一形態」と定義され 12)、 生活を形

成する二大領域である家族生活と職業生活を

人々がどのように経験をしているかを把握しよ

うとする概念である。この概念は「仕事が家庭

に及ぼす葛藤」（例：家庭内の問題によって仕事

に専念できる時間が減る等）と「家庭が仕事に

及ぼす葛藤」(例：仕事のため、家族と過ごす時

間が減る等)の 2 方向がある。これまでにいくつ

かの研究により家庭と仕事の葛藤と健康の関連

について報告されている。 

東京都世田谷区において未就学児を持つ共働

き世帯の 1790 人を対象に実施した、家庭と仕事

の葛藤と精神健康の関連に関する横断研究の結

果、家庭と仕事の葛藤のない人と比較した家庭

から仕事への葛藤ならびに仕事から家庭への葛

藤の両方の葛藤を持つ人の心理的苦痛に対する

オッズ比は男性で 8.25（95％CI：5.39-12.63）、

女性は 10.29（95％CI：6.42-16.50）と、男女と

もに家庭と仕事の対立と精神健康の関連を示し

た 13)。 

また、ある地域における 40－64 歳の住民約

15,000 人を対象に実施した仕事と家庭の葛藤

と自覚的健康感の関連に関する横断研究では、

家庭から仕事への葛藤ならびに仕事から家庭へ

の葛藤の両方が低い人と比較して、両方が高い

人の自覚的健康感が悪いことに対するオッズ比

は男性で 2.46（95％CI：2.28–3.29）、女性は 3.70

（95％CI：3.07–4.67）である 14)。  

仕事と家庭の葛藤と健康の関連は男女を問わ

ずみられるが、その関連は女性で強い傾向を示

している。仕事と家庭の葛藤の項目を詳細にみ
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ると、男性では「出張で家を空けることが多い」

の項目において「よくある」と答えた人の割合

が高いが、女性では「家事によって、仕事をよ

く行うために必要な睡眠時間が取れなくなる」

や「家庭内での責任によって、リラックスした

り一人になるための時間が減る」の項目が高い。

つまり、同じ葛藤であっても男女でその内容が

異なり、その結果、健康への影響も異なるので

はないかと考えられる。 

また、ある地方都市における 20－59 歳の地方

公務員約 4,000 人を対象に実施した、家庭と仕

事の役割葛藤の健康影響に関する横断研究によ

ると、女性の家庭が仕事に及ぼす葛藤や仕事が

家庭に及ぼす葛藤は男性と比較して高いことを

把握した 15)。また、女性の身体的健康ならびに

精神的健康は男性と比較して悪い傾向にあり、

これらの性差は、年齢や職業上の地位、仕事の

特徴（裁量度、要求度、サポートの有無、労働

時間、シフトワークの有無）の男女における違

いに加えて、家庭が仕事に及ぼす葛藤、仕事が

家庭に及ぼす葛藤、家庭での役割数における性

差によって説明されると報告している。つまり、

女性の健康が男性よりも悪いのは、女性の家庭

外就労が進んでいるにもかかわらず偏った「家

庭における役割や責任」から解放されることは

なく、女性が家庭と仕事両立に極めて難しい状

況に置かれていることが強く影響している可能

性を示唆している。 

仕事と家庭の葛藤と自覚的健康感の関連は世

帯の経済状況によっても異なることも示唆され

ている。前述の研究において、仕事と家庭の葛

藤と自覚的健康感の関連は、特に世帯所得の低

い女性群において顕著にみられることが示され

ている 17)（図 3）。経済的困窮という制約を抱え

る女性が、仕事と家庭の両立という困難のため

により健康を害している可能性が示唆される。 

 

（３） 教育歴と職業階層の不一致 

教育は健康と最も強い関連を示す要因のひと

つであり、受けた教育が高いほど健康であるこ

とはよく知られている 16)。 しかし、日本の就労

女性を対象に教育歴と健康の関連を検証した研

究結果は必ずしも同様の結果とならない。たと

えば、Honjo らは 1990 年に全国の 4 保健所管内

に居住する 40歳から 59歳の就労女性約 14,742

人を対象に脳卒中発症を約 20 年間追跡したコ

ホート研究を実施し、教育歴と脳卒中発症リス

クの関連を検証した 17)。その結果、女性就労者

の教育歴による脳卒中発症リスクは、中学卒業

群を基準として、高校卒業群では 0.68 倍、短

大・専門学校・大学以上の群では 0.95 倍と定説

に反して高学歴群で低学歴群と同様に発症リス

クが高いという結果であった。 

なぜ、高学歴の就労女性の脳卒中リスクが高

いのか。その背景にも性別役割分業規範の影響

が考えられる。職業階層の高い職業（専門職や

管理職など）に就いている人は低い職業階層の

職業（肉体労働作業など）についている人と比

較して、健康状況がよいことは先行研究により

示されている。脳卒中リスクに関する研究にお

いて、専門・管理職と比較して、事務職、サー

ビス・販売職、肉体労働（農林業含む）の脳卒

中罹患リスクにおけるハザード比は 1.73（95％

信頼区間：1.02-2.94）、2.02（95％信頼区間：

1.25-3.26）、1.64（95％信頼区間：1.01-2.65）

であった。 

一般に、教育歴の高い人は職業階層の高い職

業につく確率が高いとされている。しかし、わ

が国では女性の高学歴化が進んでいるが、先に

述べたとおり女性は結婚・出産・育児のため仕

事を離れ、その後、家事・育児等が一段落した

後の 40 代で復職するという特有の就労パター

ンを示す。また、非正規雇用者の割合が高く、

高学歴であっても多くの女性が非正規雇用での

就労をしている。一般に、職業は専門職・管理

職、事務職、販売・サービス、肉体労働といっ

た順に階層化されると考えられているが、非正

規雇用者は販売・サービスや肉体労働などの職

種に多い傾向が見られる。したがって、日本の

就労女性には受けた教育歴と就いた職業階層が
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一致しない人が多く存在する可能性がある。こ

のような教育歴と職業階層が一致しないことは

心理的ストレスを強め精神健康に影響を与えて

いることが先行研究により指摘されている 18,19)。 

前述の日本女性を対象とした研究においても、

教育歴と職業の不一致と脳卒中の発症リスクの

関連について分析している。その結果、受けた

教育に対して就いている職業階層に不一致のあ

る女性は、教育歴と職業クラスが同程度の群と

比較して約 2 倍と有意に高いことを報告してい

る 17)。 中でも短大・専門学校・大卒の女性の約

40％が肉体労働や販売・サービス職についてお

り、彼女らの脳卒中発症リスクが全体の中で最

も高いことが示された（表 1）。教育と職業の不

一致は投資した教育に応じた職業につけないこ

とによる不満や、教育と職業それぞれから推定

される社会的地位の不一致から役割葛藤を生む

と考えられる 20)。 その不満や葛藤が脳卒中の

リスク要因のひとつである心理的ストレスレベ

ルを上昇させ、その結果、脳卒中リスクが上昇

するのではないかと推察されている。 

 

（４） 社会的役割 

就労者の健康は就労に係わる要因のみに影響

を受けているわけではなく、仕事と家庭の葛藤

と健康影響の項で見られたように、家庭の影響

も強くうける。特に、家庭内における多くの義

務や責任を負う女性の健康には家庭における役

割の影響が強くあらわれる可能性が考えられ

る。 

社会的役割とは、社会グループのメンバーと

して果たす役割を指し、これまでの多くの先行

研究が引き受けている社会的役割数と健康の関

連を報告している。社会的役割数の健康影響に

は、主に 1) 社会的役割が増えることで担当し

なければならない仕事が増え、その結果、健康

に悪影響を与えるという役割過重・役割葛藤説

(role overload / role conflict)、2) 役割を

持つことで自分自身の存在感、自己肯定感、自

尊心を高く持つことができ健康に良い影響を与

えるという役割強化説 (role enhancement)の

両面があることが指摘されている 21-24)。 日本

人を対象とした研究においても、社会的役割数

と死亡リスク 25)や自覚的健康感 26)との関連が

認められている。これらの研究では基本的に社

会的役割が多いほど健康状況が良い傾向がみら

れるが、男女で異なる傾向もみられることが報

告されている。また、この社会的役割数は、就

労女性の健康における社会的決定要因の影響に

間接的な効果を与えている可能性が示されてい

る。日本の大規模コホート調査のデータを用い

た教育歴と脳卒中罹患リスクの検討において、

就労している女性のみで専門学校・大学卒業群

は高校卒業群に対して高い脳卒中罹患リスクを

示した。その上で、教育歴と脳卒中罹患リスク

の関連を家庭における役割数（親、子供、配偶

者といった役割）別にみると、家庭における役

割が複数であった女性のリスクの上昇はみられ

ず、家庭の役割が 1 つであった女性のみでリス

クの上昇がみられるという結果であった。つま

り、女性就労者の健康を検討する際には、家庭

における役割や家庭の状況に関する要因の影響

も同時に考慮することが重要かつ必要であると

いえる。 

 

Ｅ. 結論 

就労の健康影響に関しては、これまで主に産

業保健分野において職場の環境や雇用状況に関

する要因と健康との関連を中心に検証されてき

た。そして、その対象は主に正規雇用者であり、

非正規雇用者の多い女性就労者は研究の対象か

ら外れていることが多かった。また、本研究で

は女性就労者の健康を考える際には職業に関す

る要因に加え家庭に関する要因も考慮する必要

性を示してきたが、家庭生活に関する情報につ

いて扱っている研究は少なく、働く女性の健康

に関する検証はまだ始まったばかりといわざる

を得ない。今後、女性就労者の健康に関する検

討には、女性就労者全体を対象とし、就労状況

に加えて家庭生活を含めた、より包括的な検証
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が重要だと考える。 

女性は人生の様々なタイミングで選択を迫ら

れる機会が多く、男性と比較して多様性が高い

傾向がみられる。たとえば、就労するのかしな

いのか、就労する場合どのような働き方か、結

婚後あるいは子供を持った後に仕事を継続する

のか等の選択は少なからず女性の社会的役割に

関する規範や社会制度の影響を受ける。したが

って、働く女性の健康に関するさまざまな要因

の影響について考えるとき、その背景にある社

会的特徴の影響を無視することはできない。 

雇用形態の健康影響に関しては、短期的なら

びに長期的な健康影響の検討は限られている。

特に、長期的健康影響を検証する際には、雇用

形態に連動する社会保障の影響についても検討

していく必要がある。また、先行研究により非

正規雇用者の間でも社会経済状況によりその健

康影響に違いがある可能性が示唆されている。

家計の補助としてのパート・アルバイトか、生

活を支えなければならないのかによりその健康

影響も大きく異なることが考えられ、背景のよ

り詳細な把握が必要である。 

また、仕事と家庭の葛藤の健康においても顕

著な性差が把握されている。仕事と家庭の葛藤

は男性と比較して女性で大きく、またその質も

異なる傾向がうかがえる。健康の性差がこの仕

事と家庭の葛藤など仕事と家庭の両立に係わる

要因によって大きく説明がされる可能性も示唆

されている。また、家庭状況が就労と健康の関

連に影響を与える可能性も示されている。その

影響は、家庭内の家事・育児・介護などの多く

の義務や責任を引き受けている女性で特に強い

傾向がみられる。 

教育歴と職業階層の不一致が女性に多く起こ

っており、その結果、高学歴の就労女性の健康

を悪化させている可能性も示された。これは教

育を受けた女性が社会の中でその能力を発揮で

きる機会に恵まれない、あるいは、その能力を

発揮できる場所に就けないという、日本社会に

おける性に起因する不平等（ジェンダー）が彼

女らの精神健康に影響及ぼす例のひとつと考え

る。 

女性の健康に関する社会的決定要因の検討に

は、その背景にある性別役割分業規範の影響を

含めた理解が重要である。現在の日本社会にお

いて、特に若い世代ではこの規範を支持する人

の割合は年々低下の傾向を示している。しかし

他国に比べて強く男性稼ぎ手モデルに依存して

いる日本の労働政策や社会保障制度は、終身雇

用制や年功賃金制といった企業の「日本的雇用

慣行」やワーク・ライフ・バランスを無視した

長時間労働などのビジネス慣行と相互に依存し

ながら性別役割分業規範を維持する方向に作用

している。そのため人びとの意識が変化したと

しても、それがただちに働く女性の環境改善と

いうということにつながらず、現時点では個人

の意識変容に人を取り巻く社会制度が追いつい

ていないように感じられる。働く女性の環境や

健康の改善には、個人の意識改革だけではなく、

ジェンダーの視点を持った社会制度への介入も

重要だと考える。 
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図 2 雇用形態と死亡リスクの関連：教育歴・婚姻形態別検証 

図 1 年齢層別労働力率 
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